
公共施設等総合管理計画策定について 

 

１．公共施設等総合管理計画とは 

公共施設等（建築物、インフラ資産）の全体の状況を把握するとともに、現況や将

来の見通しを分析し、今後の公共施設等に係る基本的な方針を定めた計画。 

 

２．策定に至る背景 

 全国において公共施設等の老朽化対策が大きな課題となっている。地方公共団体

においては、厳しい財政状況が続く中で、人口減少等による公共施設等の利用需要

等の変化を踏まえ、早急に公共施設等の状況を把握し、長期的な視点をもって、更

新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うことにより、財政負担を軽減・平準化す

るとともに、公共施設等の最適な配置を実現することが必要との見解から、下記の

とおり平成26年4月22日、総務大臣通達による策定が要請された。 

 

Ｈ26.4.22   公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について（総務大臣通達） 

       →公共施設等総合管理計画策定要請（平成 28 年度末までに策定） 

Ｈ26.4.22   公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針の策定について（総

務省自治財政局財務調査課長通達） 

 

※【参考】県内公共施設等総合管理計画策定済市町村数（12 市町村/42 市町村中） 

 

 

３．策定の状況 

 国の策定指針では、公共施設（建築物）とインフラ資産（道路、橋梁、上下水道な

ど）両方の現状を把握し、総資産量、将来に渡る維持負担額、今後の基本方針などを

公共施設総合管理計画として策定することとなっている。恵那市においては、昨年度、

第３次行財政改革大綱・行動計画の策定と平行し、公共施設（主に建築物）の方向性

を示した、「恵那市公共施設再配置計画」を策定した。今回、先行策定した「恵那市公

共施設再配置計画」をベースに、インフラ資産情報及び国の策定指針で必要とされる

項目を加え策定中である。 

 

※【参考】公共施設等総合管理計画策定支援業務として、先行策定した「恵那市公共

施設再配置計画」策定支援業務請負業者である、（株）カナエジオマチックスと契約。 
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